
※１ 中小企業の定義

中小企業支援法第２条第１項（抜粋）
（定義）
第二条 この法律において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。
一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下の会
社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第二号の三までに掲げる業種及
び第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社
及び個人であつて、卸売業（第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営
むもの

二の二 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員数が百人以下の
会社及び個人であつて、サービス業（第三号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業
として営むもの

二の三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以
下の会社及び個人であつて、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業と
して営むもの

三 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常時使用する従業
員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であつて、その政令で定める業種に属す
る事業を主たる事業として営むもの

四 中小企業団体の組織に関する法律（昭和三十二年法律第百八十五号）第三条第一項に規定する中小
企業団体

五 特別の法律によつて設立された組合又はその連合会であつて、その直接又は間接の構成員たる事業
者の三分の二以上が第一号から第三号までの各号のいずれかに該当する者であるもの（前号に掲げる
ものを除く。）

※２ みなし大企業の定義

本支援金における、みなし大企業等とは、次のいずれかに該当するものとします。
ア 発行済株式の総数又は出資金額等の総額の２分の１以上を同一の大企業が直接又は間接に所有し
ている中小企業等

イ 発行済株式の総数又は出資金額等の総額の３分の２以上を直接又は間接に大企業が所有している
中小企業等

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業等
エ 支援金交付申請時において、確定している直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の
平均額が15億円を超える中小企業等（＊）
＊設立の日の翌日以後３年を経過していない場合は、みなし大企業等に該当しないものとする。
ただし、次の場合を除く。
① 特定合併等に係る合併法人等に該当すること。
② 過去３事業年度のいずれかの時において公益法人等又は内国法人である人格のない社団
等に該当していたこと。

③ 外国法人であること。
④ 過去３事業年度のいずれかの時において連結法人に該当していたこと。

業種
中小企業等(下記のいずれかを満たしていること)

資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数

①製造業、建設業、運輸業、
次の②～④を除くその他業種

3億円以下 300人以下

②卸売業 1億円以下 100人以下

③サービス業 5,000万円以下 100人以下

④小売業 5,000万円以下 50人以下


